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研 究 ノ ー ト

弱まった政権基盤

2002 年 9 月 22 日に行われたドイ

ツ連邦議会総選挙（統一後 4 回目）

は、シュレーダー首相率いる社会民主

党（SPD）と最大野党のキリスト教民

主・社会同盟（CDU/CSU）がいずれ

も得票率 38.5％で並ぶ歴史的な接戦

となった。結果的には、緑の党の健闘

により、かろうじて SPDと緑の党・

同盟 90が過半数を制した。

今回の総議席 6 0 3 議席のうち、

SPDは議席を減らして 251 議席にと

どまったが、緑の党・同盟 90 が 55

議席を獲得し、合計で過半数の 306

議席を確保した。その結果、両党は連

立政権の枠組みを維持することになっ

た。

激しい選挙戦は現政権の続投で決着
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したが、政権内での緑の党の発言力が

強まることに加え、現在でも批判のあ

る雇用・財政政策をめぐる経済界との

軋轢（あつれき）は一層激しくなるこ

とが予想される。

さらに、与野党の議席数の差はわず

か 9 議席にすぎず、上院である連邦

参議院が既に野党勢力優位になってい

ることも併せて、2期目のシュレーダ

ー政権が厳しい政局運営を迫られるの

は間違いない。

改革を求める声が続出

2期目に入るシュレーダー政権を見

る経済界の眼は厳しい。産業界は、雇

用創出につながる経済活性化のため、

労働市場、社会保障、教育制度などの

改革を進めることを強く求めている。

産業界では、かねてからシュレーダ

ー政権下で経済活性化のための経済社

会改革が停滞しているとの批判が強

く、選挙結果を受けて、ドイツ商工会

議所（DIHK）、ドイツ経済連盟（BDI）、

ドイツ経営者連盟（BDA）などの経

済団体は異口同音に政府に改革を求め

る発言をしている。

経済研究所の新政権に対する注文も

厳しい。例えば、ドイツ経済研究所

（DIW）ツィンマーマン所長は、今後

の半年間に労働市場、社会保障、健康

保険の 3 つの重要課題に着手する必

要があるとしている。

また、Ifo 経済研究所のジン所長を

はじめとする経済学者 7人は 9月 23

4.0 ( 5.1)2 ( 36)PDS

7.4 ( 6.2)47 ( 43)FDP

8.6 ( 6.7)55 ( 47)緑の党・同盟 90

38.5(35.1)248(245)CDU・ CSU

38.5(40.9)251(298)SPD

得票率（％）獲得議席数

表 1 2002 年ドイツ総選挙の政党別議席数および得票率

（注）①カッコ内は前回（98 年選挙）の結果。総議席数は 669。
②総議席数 603 のうち基本定数 598、残りの 5 議席は小選挙区当選者による超過議席
（ドイツの選挙制度では、ある政党が比例配分で得られるはずの議席数を超える数の
候補者を小選挙区で当選させた場合は、他党との議席調整を行わずに、「超過議席」
を確保することが許されている）。
③投票率は 79.1 ％（前回 82.2 ％）。
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日付フランクフルター・アルゲマイネ

（FAZ）紙に連名で声明を発表し、政

府が主張するような職業あっせんの効

率化だけで失業問題の抜本的な解決は

不可能であり、労働コストを引き下げ

るための労働市場の改革が必要と指摘

した。具体的には、①現行の産業分野

別の給与決定方式を企業ごとの業績に

応じたものに転換する、②使用者団体

に加盟していない企業に産業別の労働

協約を適用しない、③失業給付を大幅

に引き下げる、④就業者が失業リスク

を回避するため労働協約を下回る給

与・労働時間を受け入れる、などの実

行を求めている。

このように、シュレーダー新政権の

前途には重要な課題が山積している

が、大きな課題としては、①労働市場

改革、②老齢年金等の社会保障改革、

③財政改革、などが挙げられよう。こ

れらはいずれも相互に密接に関連した

テーマでもある。

ドイツ経済の低迷が長引く中で、ま

た前述のように与野党勢力が伯仲して

いる中で、新政権がこれらの改革を実

行するには極めて大きな困難を伴うも

のと予想される。ドイツ国内には早

くも改革の実行を危ぶむ声も出てき

ている。

また、外交面では、選挙中のイラク

攻撃不参加表明やシュトルク国防相の

対米問題発言でぎくしゃくした対米関

係の修復が大きな課題である。シュレ

ーダー首相は、組閣後直ちに、フィッ

シャー外相を米国に派遣して関係修復

に努めている。しかし、イラク問題の

進展次第では、米国の圧力の下で難し

い選択を迫られる局面も予想される。

以下、経済問題を中心に、それぞれ

の課題について新政権の改革への取り

組みの方向やその制約要因などを見て

みよう。

労働市場改革

労働市場改革については、次の 4

年間もシュレーダー政権の政策は、特

に失業の削減に成功するかどうかで評

価されることになると見られる。シュ

レーダー首相は、失業者の削減という

前回選挙時の公約を果たせなかった

が、それにもかかわらず、この問題に

関して選挙公約として新しい数字を掲

げた。すなわち、若年労働者の半強制

的な就業や職業安定所の人材派遣会社

化などの労働市場改革を打ち出した政

第2次シュレーダー政権の課題
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府の諮問委員会（通称ハルツ委員会）

の提案が完全に実施された場合には、

現在の約 400 万人の失業者数を 3 年

以内に半減させることが可能というも

のである。

このことは、シュレーダー首相のこ

の分野での優先目標がハルツ委員会の

提案を実現すること、すなわち、首相

が選挙前にたびたび強調していたよう

に「完全な形」で実現することである

ことを示している。

シュレーダー首相がハルツ提案の完

全実施を前提とした労働市場改革を進

めるうえで、大きな障害になりそうな

のが自党 SPDの中で大きな発言力を

持つ労働組合勢力の存在である。SPD

の労働組合勢力はもともとハルツ提案

の実施には消極的であったが、選挙

での敗北という脅威のもとで渋々ハ

ルツ提案を支持してきた経緯があるた

めである。

このため、労働組合が労働市場の改

革に抵抗する動きを示した場合には、

SPD 内の労働組合勢力がハルツ提案

実施に対する支持の姿勢を変更すると

いった事態も十分考えられる。すでに、

公共サービス労組 Verdiのブスリケ委

員長は、ハルツ構想で打ち出された派

遣労働者の受け入れ拡大に対して濫用

の恐れがあるとして反対の態度を表明

している。

野党の CDU/CSUや FDPのこの問

題に対する態度は必ずしも明確ではな

いが、選挙期間中、CDU/CSUや FDP

はハルツ提案を不十分な改革として退

けてきた。野党によれば、ハルツ提案

はせいぜい労働市場の個々の分野で規

制緩和が実現される程度であるとして

いる。

また、シュレーダー首相が改革案を

完全な形で議会に持ち込めたとして

も、それは必ずしも雇用状況の大幅な

改善を意味することにはならないとい

う見方が有力である。ハルツ提案が目

的としているところは、特に失業者に

対する迅速な職業仲介にすぎず、年

2％以上の経済成長があってはじめて

新たな雇用機会が生まれるという新規

雇用の創出問題は、ハルツ提案には含

まれていないからである。

従って、新規雇用を創設するために

は、ハルツ提案以上の抜本的な労働市

場の改革が求められている。しかし、

SPD はすでに選挙中、労働組合に配

慮して、解雇保護権の緩和、失業手当

支給期間の短縮、失業支援制度の廃止、

賃金協定における企業協定の導入など

を実施しないと公約してきた。前節で
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触れたように、エコノミストの多くが

これらの点の実施こそ、失業削減のカ

ギであると見ているにもかかわらず、

これらは SPDにとって触れたくない

問題となっている。

その他、新政権が労働市場改革を進

めるうえで制約要因となりそうなの

が、老齢年金、健康保険負担などの賃

金付帯コストの上昇圧力であろう。健

康保険は 2003年に保険料の引き上げ

をすでに予定しているし、老齢年金の

保険料もさらなる引き上げが見込まれ

ている。労働市場改革は徹底した社

会保障改革なしでは実施困難である

が、次節で見るように、SPD も緑の

党も現時点でははっきりした社会保

障改革プログラムを持っていないの

である。

老齢年金保険および健康保険改革

ドイツの社会保障を賄ってきた高い

賃金付帯コストは、ますます大きな雇

用の阻害要因となってきている。この

点については、SPD と緑の党の連立

政権は既に 4 年前に認め、社会保険

負担は給与の 40％以下に引き下げら

れるべきであるという結論を出してき

た。しかし、これまで実施してきた年

金改革にもかかわらず、今日において

も給与総額に占める社会保険料負担比

率は、41.3 ％という高水準のままで

ある。

それでも社会保険料収入は不足し、

保険料の引き上げは不可避の状況にあ

るため、政府はこれまで、労働組合と

の関係が損なわれるのを恐れて、保険

料引き上げに見合うあらゆるサービス

を堅持すると約束してきた。この姿勢

は選挙期間中も色濃く表れ、SPD は

選挙プログラムの中で、社会保障シス

テムの改革については、どうしても必

要な場合には「引き続き改革を行う」

という消極的な姿勢に終始してきた。

社会保険は 4 分野すべてで急激な

財源不足に陥っている。財源不足を予

備金で穴埋めできる介護保険の場合は

まだしも、失業保険の場合は既に、財

政状態は危機的な状況に陥っており、

連邦政府は赤字分を税金によって穴埋

めしなければならなくなっている。ま

た、老齢年金保険と健康保険の場合も、

2003 年には保険料をそれぞれ最高

0.5％ずつ引き上げざるを得ない状況

になるものと予想されている。（注 1）

公的保険部門の財政悪化の原因は、

高い失業率と低い賃金上昇率のために

保険料収入が予想額をはるかに下回っ

ていることにある。その結果生じてい

第2次シュレーダー政権の課題
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るのが、保険料の引き上げ、すなわち

賃金付帯コストの上昇であり、そのこ

とが巡りめぐって企業による合理化の

推進や雇用の手控えという動きを加速

させている。

こうした状況の中で、年金支給水準

の引き下げは不可避の情勢となってい

る。また、早期退職規則を上回って人

員削減圧力が広がることが予想される

ため、連立政権内部では、年金受給開

始年齢の急速な引き上げの実施は困難

との見方が広がっている。

こうした状況を受けて、最近、連邦

憲法裁判所は政府に対して、老齢年金

受給者を対象とした課税規則を新たに

設けることを義務付ける判決を下し

た。これは保険料負担者のある程度の

負担軽減をもたらすものと見られる。

しかし老齢者の所得に対する課税強化

による増収はわずかなものにとどま

り、それによる公的資金や社会保険の

負担軽減は限定的との見方が支配的で

ある。

健康保険の場合は、より大きな財政

上の問題を抱えている。ドイツ人の平

均余命が常に上昇していることから、

医薬品や医療に対する需要が急激に増

大しているからである。

膨らむ一方の健康保険の赤字に危機

感を覚えたシュミット前厚生相（SPD）

は、健康保険の支出削減を主張し、保

険でカバーする治療法を標準化すると

ともに、あまりにも高価な医薬品は保

険対象外にすべきと主張してきたが、

ほとんど成果を上げることができなか

った。

高度な医療は誰にも制限されること

なく利用されるべきものであり、その

医療費は健康保険から支払われるべき

ものであるというのが連立政権の基本

的な考え方である。こうした状況から、

将来においても医療費のコストをコン

トロールすることは困難と見られる。

このため連立政権では、より多くの人

に保険料の支払いを義務付けるととも

に、賃金と同様に家賃や利子収入か

らも保険料を徴収することを検討して

いるといわれる。

いずれにしても、サービス内容の制

限や、多くの専門家や産業界が長年要

求している保険料負担の賃金からの切

り離しといった抜本的な改革はこれま

でのところタブー視されている。その

結果、高い社会コストをもたらす社会

保険は重荷であり続け、雇用への障害

は減少するどころかさらに高まること

が懸念されている。
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財政政策

財政や租税政策は、総選挙において

は、大きなテーマにはなっていなかっ

た。しかし、後述するように、景気低

迷の中で 2002年の財政赤字の国内総

生産（GDP）比率が 3 ％を超えるこ

とが確実視されるようになった結果、

総選挙後の連立交渉において財政再

建問題は最大の焦点として急浮上して

きた。

当初、SPD も緑の党も選挙公約の

手前、増税はありえないとしていたが、

2002 年はともかく 2003 年以降 EU

の求める財政赤字削減目標をクリアす

るため、背に腹を変えられず、連立交

渉で増税に踏み切ることを決定した。

3％超えは確実な情勢

ドイツ財務省は今年 9月の時点で、

2002 年の GDP に占める財政赤字比

率は 2.9％と、欧州単一通貨ユーロの

参加国に課された上限の 3 ％ぎりぎ

りになることを明らかにしていた。

しかし、10 月にルクセンブルクで

開催された EUの財務相会合で、ドイ

ツのコッホーヴェーゼル財務次官は、

2002年にドイツが財政安定化協定に

定められた赤字削減の取り決めを守

れない可能性があることを初めて示唆

した。

EU財務相会合に引き続いて開催さ

れた、ユーロ圏 12カ国の財務相会合

も、ルクセンブルク宣言の中で「3％

の基準を超えるかなりの危険がある」

と特にドイツの財政赤字問題について

言及した。

ドイツの財政赤字の見通しはその後

も厳しさを増し、アイヒェル財務相自

身、2002 年の赤字の対 GDP 比率を

3.3～ 3.5％と計算していると伝えら

れる。また、欧州委員会では、暫定値

としながらも、ドイツの 2002年の赤

字比率を 3 . 7 ％と見込んでおり、

2003年についても改善措置がとられ

なかった場合は 3 ％を超えることも

あり得るという、さらに厳しい見方を

している（2002年 10月 21日付ハン

デルスブラット紙）。

ドイツが 3 ％を超える財政赤字を

EU に報告した場合、欧州委員会は、

財政安定化協定の取り決めにより、ド

イツに対して制裁措置（① GDP の

0.2％の固定額に加え、3％をオーバ

ーした分（比率）に 0 . 1 を乗じた

GDP相当額を預託金として徴収、②

次年度以降に赤字の改善が見られない

第2次シュレーダー政権の課題
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場合は預託金を没収）を発動すること

になる。

前政権時代とはいえ、財政安定化協

定の策定に際して、罰則規定を設けて

でも財政赤字の 3 ％基準の遵守を義

務化することを強硬に主張してきたド

イツにとって、こうした事態は、きわ

めて不名誉かつ皮肉な結果といわざる

を得ない。

ドイツとしては、2002年の財政赤

字がたとえ 3 ％を超え、預託金を支

払わなければならない事態に陥ったと

しても、2003以降抜本的な改善措置

を講じて、赤字を再び 3 ％以下に引

き下げ、預託金の返却に期待をつない

でいるのが実情である。

2006年の財政均衡を目指す

一方、EUの欧州委員会は景気低迷

により、ドイツ、フランス、イタリア

などユーロ圏主要 3 カ国で赤字の改

善が難しくなってきた情勢に配慮し

て、今年 9 月末、財政赤字をほぼゼ

ロにする中期的な財政均衡の目標年次

をこれまでの 2004年から 2006年に

延期する方針を発表した。

しかし、前述のルクセンブルクでの

EU財務相会合とユーロ圏財務相会合

では、財政赤字比率が相対的に高い前

記 3 カ国を中心に、財政均衡の目標

年次は加盟国の事情に応じて加盟国ご

とに個別に設定すべきであるという主

張を展開し、EUとしての中期的な財

政均衡目標年次をいつに設定するかに

ついての結論は棚上げされた。

同会議に出席したドイツ財務省のコ

ッホーヴェーゼル次官は、ドイツが名

目の赤字を 2004年までにゼロにする

ことはもはや不可能とし、財政均衡年

次を 2006年まで延期せざるを得ない

0.0249.4249.42006

－ 5.0245.5240.52005

－ 10.2245.1234.92004

－ 15.5246.3230.82003

－ 21.1247.5226.42002

赤字歳出歳入年次

表 2 ドイツの中期財政計画
（単位： 10 億ユーロ）

（出所）ドイツ連邦財務省、Finanzplan des Bundes 2002 bis 2006
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と述べている。こうした状況を受けて、

新政権の連立交渉でも 2 年以内に赤

字比率をほぼゼロにすることは、実現

不可能という前提に立って交渉が進め

られた。

また、ドイツ財務省も 2002年 8月

の時点で取りまとめた「2002～ 2006

年連邦財政計画」において、2006年

までに財政を均衡させる計画を打ち出

している。

いずれにしても、ドイツ政府はルク

センブルクでの EU財務相会合の決定

に従い、今年 12月の初めに、財政赤

字の「合理的かつ現実的な」削減策を

盛り込んだ財政安定化プログラムを

EUに提出する必要がある。

連立交渉で歳出削減策に合意

連立交渉は EU内でドイツがおかれ

たこうした厳しい状況の中で行われ

た。交渉の内容は、経済・労働政策や

閣僚ポストの割り振りなど広範囲に及

ぶが、連立交渉では、にわかにクロー

ズアップされてきた財政問題への対

処、すなわち、財政赤字削減のための

歳入欠陥への対応策が最大の焦点とな

った。

10月 16日に合意に達した連立協定

における財政関連合意内容は以下

のとおりである。

まず、2003年の新規債務は当初計

画を 26億ユーロ上回る 180億ユーロ

とすることが決定された。

新規債務の増額とともに、連立交渉

では、年金保険料の引き上げ、労働市

場における予算削減措置（失業手当の

減額）、税優遇措置の縮小・撤廃など

についても合意した。もちろん、

2003 年の連邦予算における合計 142

億ユーロの財政赤字を税優遇措置の撤

廃と支出削減だけで穴埋めすることは

不可能であるが、税優遇措置の削減に

よって 2003 年に 42 億ユーロの税収

増が見込まれ、ハルツ委員会の提案が

完全に実施された場合には、特に連邦

雇用庁と年金保険の節約額は 74億ユ

ーロに達するものと見込まれている。

連立交渉の具体的な歳出削減策の主

な合意内容は以下のとおりである。

①年金

法的年金保険ための保険料計算基準

が引き上げられることになった。これ

まで旧西独地域における年金保険料は

月額 4,500ユーロの所得部分に対して

のみ徴収されてきた。この計算ベース

となる所得額は今後 5,000ユーロに引

き上げられる。旧東独地域（新連邦州）

の場合は、対象所得額は現在の 3,750

第2次シュレーダー政権の課題
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ユーロから 4,170ユーロに引き上げら

れる。

さらに、新規就業者に対する公的健

康保険の保険義務所得額も従来の

3,375ユーロから 4,500ユーロに引き

上げられる。

②証券取引収益

証券取引から生じた投機収益は、将

来は原則として課税対象となる（注 2）。

従来の規則では 1 年以内の売買で発

生した非課税額を上回る投資収益に

対してのみ課税され、そうした取引

で損失を被った場合は、これまでは、

それに見合う株式取引の収益で相殺さ

れてきた。

不動産取引における 10年の取引期

間の非課税措置も同様に撤廃される。

③持ち家助成

これまでの、①新築住宅に対する 8

年間、年 2,556ユーロと、②中古住宅

に対する同 1,278ユーロの基礎助成金

は廃止されることになった。その代わ

り、現在の年間 764 ユーロの住宅建

築児童補助は一般的な持ち家補助とし

て子供 1 人当たり年間 1,200 ユーロ

に拡張されることになった。

助成金支給対象となる所得額はこ

れまでの独身者 8 万 2,000 ユーロ弱

以下、既婚者 16万 4,000ユーロ以下

からそれぞれ 7万ユーロと 14万ユー

ロ以下に引き下げられることになった。

④最低税

過去の損失を無制限、無期限に繰り

越すことができ、後で発生する収益で

相殺できるという資本会社に対する優

遇措置は今後制限されることになっ

た。新しい制度では、企業は過去の損

失を最高約 1,300億ユーロに限って繰

り越すことができることになる。この

措置により、企業は将来、少なくとも

年間収益の 50％に対して課税される

ことになる。

⑤その他

現行の所得税課税における夫婦の所

得に対する合算課税方式（夫婦の所得

を合算し、その 2 分の 1 に対して課

税する方式）から分割課税方式

（Ehegattenspli t t ing）への変更は、

SPD の強い主張により見送られた。

一方、緑の党が要求していた託児所数

の増加のための 15億ユーロの予算化

は、相当額の付加価値税の市町村への

配分比率の引き上げによって対応する

ことになった。

そのほか、預金者に対する非課税枠

は、独身者の場合 1,550ユーロ、既婚

者の場合 3,100 ユーロに据え置かれ

た。当初、非課税枠をそれぞれ 500
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ユーロと 1,000ユーロに引き下げ、こ

れによる税収増 15億ユーロを見込ん

でいた。

連立政権が抱える主要な政策課題

や、去る 10 月 16 日に合意された連

立協定の主な内容は以上のとおりであ

るが、これらを見る限り、全般的に抜

本的な改革への積極的な取り組み姿勢

が見られないという印象を受ける。ド

イツ商工会議所（DIHK）ブラウン会

長の、「政府は徹底的な改革を行うチ

ャンスを利用しなかった」という政府

批判も恐らくこのあたりのことを指し

てのことであろう。

また、政府が抜本的改革を行おうと

しても連立政権の支持基盤が労働組合

である以上、シュレーダー政権に抜本

的な改革はあまり期待できないのでは

ないかという見方も強い。

例えば、雇用問題については、シュ

レーダー政権はハルツ提案が完全に実

施された場合という前提条件付きで、

失業者を半減することを公約している

が、労働組合が派遣労働者の拡大など

をうたったハルツ提案をすんなり受け

入れるとは考えにくい。ましてや、経

済研究所や経済団体などが求める企業

の業績に応じた賃金決定方式の導入な

どは、とても労働組合に受け入れられ

そうにない。業種別の賃金決定方式や

解雇権からの保護といったドイツの労

働市場の硬直性がドイツ経済の活性

化を阻んできた大きな要因であること

はよく指摘されるところであるが、こ

うした問題に手がつけられない以上、

大きな変革は期待できないものと思わ

れる。

また連立交渉での歳出削減について

の合意内容についても、産業界などか

第2次シュレーダー政権の課題

1,8631,863環境税

2,8872,754付加価値税

5,921857所得税、特に証券取引税

11,5151,465法人税

2006 年2003 年

表 3 連立協定による増収見込み額　　　　　　　　　
（単位： 100 万ユーロ）

（出所）ドイツ連邦財務省資料



88• 季刊　国際貿易と投資 Winter 2002 / No.50

らは激しい反発が出ている。ドイツ経

済連盟（BDI）やドイツ商工会議所

（DIHK）などの経済団体では、連立

合意によりドイツの産業立地条件が明

らかに低下すると見ており、エコノミ

ストはドイツの景気のさらなる悪化を

懸念している。また、建築部門など個

別の産業分野では大量の人員削減の恐

れがあると見ており、金融部門では証

券取引収益に対する課税強化は証券取

引に対する危機をもたらすものとして

批判している。

歳出削減や増税はユーロ圏の財政安

定化協定を遵守するために背に腹をか

えられない政府の苦しい選択であった

ことは間違いないが、いずれにしても、

ドイツが財政赤字問題で縛られている

限り、財政的な景気対策は打ちたくて

も打てないのが実情である。

ドイツ 6大経済研究所は今年 10月

に発表した秋季経済予測で、ドイツの

2002年の実質 GDP成長率は 0.4％に

とどまるとの厳しい見方を示してい

る。同予測は 2003年については成長

率を 1.4％とするやや楽観的な見方を

しているが、今回の連立交渉合意によ

る増税が消費や投資に与えるマイナス

の影響も予想されるなど、ドイツ経済

の先行きに明るい材料は見当たらな

い。政府は当面、厳しい財政状態の中

で、苦しい経済運営を迫られる（注 3）。

当面の景気対策に加えて、最近では、

「統一バブル」後遺症による金融機関

の不良債権問題や含み損の増大、それ

に伴う金融機関の中小企業等への貸

し渋り懸念、株式持ち合いの解消に

よる「金融」と「産業」の関係の希薄

化、銀行数の過剰問題など、ドイツ経

済システムの変調への懸念も大きく台

頭してきている。ドイツ経済の構造改

革や経済システムの再建が進まないか

ぎり、欧州経済の力強い浮揚はおぼつ

かないが、ドイツ経済が構造改革や経

済システムの再建により活力を取り戻

すまでには、まだまだ時間がかかりそ

うだ。

（注 1）S P D は老齢年金の 1 9 . 1 ％から
19.5 ％への引き上げを計画している
が、連立与党の緑の党は反対を表明
しているといわれる。（2002年 11月
16日付 The Economist）

（注 2）政府は 2003年 2月から一律 15％の
課税導入を予定。（2002 年 11 月 19

日付日本経済新聞）
（注 3）2002 年 11 月に発表された政府の経

済諮問委員会（五賢人委員会）の経
済見通しでは、2002 年と 2003 年の
GDPの成長率は 0.2％と 1.0％。




